
 
 

令和７年度 

一般財団法人 道北地域旭川地場産業振興センター 

事 業 報 告 

 

＜令和７年度の概括＞  

 令和７年度の我が国の経済は、賃金及び物価の上昇などデフレ経済からの脱

却が進みつつあり、回復基調を維持していくものと見込まれていた。一方で、

米国の関税政策の動向、ウクライナ情勢の長期化及び中東情勢の不安定化など

国際情勢の不確実性が増し、原油価格や為替動向による物価上昇圧力が続いて

いる。加えて輸入資材の高止まりや供給制限、取引価格の上昇などが顕在化し

ており、これら国内外の情勢変化は、道北地域経済にも影響を及ぼし、先行き

の不透明感が増している。一方で、北海道では５７年ぶりとなる全国菓子博覧

会が旭川市で開催されたほか、オーストラリア観光客の伸長など道北地域の関

係者一体となったプロモーション活動が実を結びつつあるなど明るい兆しもあ

ったところである。 

このような中、当財団においては、設立目的である地場産品の宣伝、普及等

による地場産業の健全な育成と地域経済の活性化に向けた公益及び収益事業を

実施したほか、施設予約のオンライン化など業務改善を図ってきたところであ

るが、さらなる支援体制及び組織体制の強化を目指し一般財団法人旭川産業創

造プラザとの合併検討を開始したところである。 

 以下、令和７年度事業計画で示した項目に沿って、各種取組を報告する。 

 

 

第１ 公益に関する事業（地場産業・地域振興支援事業） 

 

１ 施設提供事業 

  地場企業や業界団体の活動を支援するため、企業等が開催する会議などの

場を低廉な使用料で提供した。収入目標 3,550千円に対する達成率は 104.9％

と、目標を上回る結果となった。 

  施設使用料収入：3,724,060円（前年度 3,618,850円） 

  施設利用状況：施設利用状況～別紙１ 



 
 

２ 地場産品ＰＲ事業 

⑴ 展示会等開催事業 

道北地域の地場産品や地域情報を広く販売･ＰＲする展示会等の機会を創

出し、消費者ニーズの把握、地産地消の促進、販路開拓の支援をしながら、

地場産業や地域振興に取り組んだ。また、交流のある全国の道の駅の紹介を

目的とし、各地の特産品の仕入販売を行った。また、高校生等の「学生応援

ブース」等、全館あげてのイベントとして魅力向上に努めた。 

ア 「２０２５春の地場産フェア」の開催 

  会期：令和７年５月１７日（土）・１８日（日）の２日間 

  会場：センター大展示場及び一部駐車場 

  出店者数：41社（前年度 51社） 

  売上実績：7,540,627円（前年度 10,763,961円） 

  入場者数：12,756人（前年度 15,156人） 

イ 「２０２５冬の地場産フェア」 

会期：令和７年１２月１３日（土）・１４日（日）の２日間 

  会場：センター大展示場及び一部駐車場、２階ロビー 

  出店者数：67社（前年度 54社） 

  売上実績：15,974,944円（前年度 12,919,231円） 

  入場者数：14,412人（前年度 12,786人） 

   本フェアでは、管内６道の駅による特産品の販売、旭川果樹協会が「旭

川フルーツフェア 2025」を併催し、旭川産りんご、なし等のＰＲ・販売

を行った。また、明治安田生命と連携した「みんなの健活プロジェクト」、

南さつま市砂像製作報告会を実施した。２階ロビーでは、けん玉体験、

フットサル体験、パリッ！シャウエッセンゲーム、モルック体験、婚活

セミナーを開催するなど、フェアの魅力づくりに努めた。 

⑵ 「北の恵み あさひかわ 食べマルシェ」運営支援 

実行委員会の構成団体として、物産交流・道の駅交流、会場運営等を支援

した。 

会期：令和７年９月１３日(土)～１５日(月・祝)の３日間 

会場：旭川駅前広場、旭川平和通買物公園 

 

３ 道の駅事業 

（一社）旭川物産協会及び売店、フードコート各テナントと連携し、道の

駅の魅力づくり、情報発信に取り組むほか、旭川観光コンベンション協会の

協力のもと、観光案内コーナーを設置し、利便性の高い施設運営に努めた。

また、上川中南部地域「道の駅」連携会議への参画、北海道地区「道の駅」



 
 

スタンプラリーへの参加を継続した。 

来館者数：791,683人（前年度 707,944人 ） 

※年度別入館者数推移～別紙１ 

売上額：385,980,877円（前年度 366,942,241円） 

観光案内：活動日数 158日、対応件数延べ 8,431件 

 

 

第２ 収益事業 

 

１ 貸館事業 

  大展示場等の利用拡大を図るため、継続利用者の定着や新規利用者の開拓

を行い、増収に繋げるとともに、地場企業や地場産品のＰＲ並びに消費者の

誘導と地域経済の活性化に取り組んだ。貸事務所としては、不動産業の㈱ル

ミエスクリエイトが新規で入居した。 

大展示場利用率 60％以上、施設使用料収入（大展示場及び貸事務所）51,468

千円を目標にしていたが、わずかに下回り達成率は 96.6％となった。 

   施設使用料収入：49,710,863円（前年度 46,206,718円） 

    ※施設利用状況～別紙２ 

   大展示場利用率：53.8%（前年度 52.5%）  

   大展示場利用件数：62件（前年度 80件) 

   スポーツ利用:45 件（前年度 59 件）利用件数は大展示場利用件数には含

んでいない。 

  

２ 取引斡旋事業 

地場企業と連携して季節毎（春企画、中元期、歳暮期）のカタログによる 

地場産品の宣伝普及と販売に努めた。また、大手企業との連携強化及び全国 

道の駅等との交流を進めた。 

売上実績：37,145,550円（前年度 40,374,553円） 

販売先：トシン・グループ、Ｇ７食品ジャパンフードサービス、  

旭山動物園くらぶ、ふるさと納税（さとふる・ＪＴＢ）ほか 

 

３ 地域商社機能推進業務受託事業（旭川市受託事業） 

道北地域の地場企業を対象に、テスト販売及び外食・中食産業事業者を対象

としたビジネスマッチングを実施し、地場産品の認知度向上、取引拡大に取り

組んだ。 



 
 

⑴ テスト販売の実施 

テスト販売先：道の駅あさひかわ、道の駅四季彩の郷公園（和歌山県）、

道の駅つるた（青森県）、イオンレイクタウン（埼玉県）ほか 

⑵ 展示商談会への出展支援、市内飲食店での利用拡大支援の実施 

参加事業者：17社 

参加バイヤー：9社、市内飲食店：23社 

掲載サイト：ベジマチ、バイヤーズキッチン 

⑶ 外食・中食市場のトレンドや販路拡大に関するセミナーの開催 

講師：かなざわ食マネジメント専門職大学名誉教授 岡内 祐一郎氏 

参加者：62名 

⑷ 期間中の売上等 

売上実績：450万円、商談成約数 14件 

 

４ フードフォレスト連携食の魅力強化事業（旭川市受託事業） 

  旭川市フードフォレスト事業と連携し、食を切り口とした地域ブランディ

ングに向け、先進事例調査及びマッチング、人材育成を実施した。 

⑴ 先進地事例調査 

公益財団法人燕三条地場産業振興センター、富山県総合デザインセンター、

富山県いきいき物産株式会社、SUZUGROUPほか 

⑵ 首都圏事業者に対しての食材の紹介及び近郊事業者とのマッチング 

招聘者：丸橋企画㈱丸橋裕史氏、  

乃木坂しん・南青山マージオーナーシェフ飛田泰秀氏 

参加事業者：4社 

⑶ 商品開発・ブランディングに関するセミナー及び試食交流会の開催 

講師：合同会社ブランドスケープ ＣＥＯ 井上俊彦 氏 

弁理士法人佐川国際特許商標事務所 弁理士 大窪 智行氏 

   試食品：酒粕とチーズのテリーヌ、発酵鹿肉のブリト―、チーズと三升漬 

ご飯、ホエイドリンク、さつまいものお菓子ほか 

参加事業者：35名 

 

５ 道の駅あさひかわ魅力再向上事業（民間補助事業） 

 一般財団法人北海道道路管理技術センターの「道の駅の課題解決および先進

的な取組みへの支援事業」に採択され、閑散期における来館者増加施策、来館

者の利便性向上に取り組んだ。 

⑴  ２０２５冬の地場産フェアの魅力向上 

交流のある道の駅に出店を呼び掛けたほか、旭川シティホテル懇話会と



 
 

連携し欧米豪への英語圏観光客をターゲットとしたイベント案内チラシ

の作成、一般社団法人大雪カムイミンタラＤＭＯと連携し携帯電話情報

を活用した来場者の属性分析を実施した。 

⑵  施設予約オンラインシステムの導入 

来館者の利便性向上、業務効率化を図るため施設予約のオンラインシス

テムを導入した。 

稼働日：令和７年１１月１日 

 

第３ 管理運営事業 

 

１ 法人ガバナンス 

  平成 25年 4月 1日付で一般財団法人に移行し、改革の趣旨である法人組織 

のガバナンスの向上、民の立場から公益の増進に寄与するという役割を果たす 

とともに、認可された公益目的支出計画の達成に努めた。 

 

２ 財務 

  令和６年度に引き続き館内照明設備を LED 照明機器に交換し、光熱水費の

抑制に努めた。 

  基金等の資産を安全かつより効果的に運用するため資産運用規程を制定し

たほか、施設使用料の見直しを行った。 

 

３ 施設の維持・管理 

  施設を安全かつ快適に利用できるよう管理、点検、修繕に努めた。 

  主な修繕等：照明設備 LED 化更新工事（１階照明設備）、正面駐車場イン

ターロッキング改修工事、消防設備蓄電池取替工事、ＧＨＰ

熱交換器取替工事、大展示場屋上防水改修工事等 

 

４ 事務局体制の強化 

  事務局体制（令和８年３月３１日現在） 

  常勤役員（専務理事）１名、事務局員１０名（再雇用・嘱託職員等含む） 

 

５ その他 

(1)  理事会 

ア 令和７年度第１回定例理事会の開催 

    期 日：令和 7年 6月 13日（金） 



 
 

議 案：第１号 一般財団法人道北地域旭川地場産業振興センター 

令和６年度事業報告について 

        第２号 一般財団法人道北地域旭川地場産業振興センター 

令和６年度決算について 

        第３号 一般財団法人道北地域旭川地場産業振興センター 

令和６年度公益目的支出計画実施報告書について 

        第４号 一般財団法人道北地域旭川地場産業振興センター 

令和７年度収支補正予算について 

第５号 一般財団法人道北地域旭川地場産業振興センター 

令和７年度定時評議員会の開催日時及び場所並びに 

目的である事項について 

        その他 一般財団法人道北地域旭川地場産業振興センター 

            資産運用規程について 

     

イ 令和７年度第１回臨時理事会の開催（書面決議） 

    期 日：令和 7年 6月 30日（月） 

議 案：第１号 一般財団法人道北地域旭川地場産業振興センター 

理事長、副理事長及び専務理事の選定について 

 

ウ 令和７年度第２回臨時理事会の開催（書面決議） 

    期 日：令和 7年 9月 16日（火） 

議 案：第１号 一般財団法人道北地域旭川地場産業振興センター 

管理運営規則の一部改正について 

 

エ 令和７年度第２回定例理事会の開催 

    期 日：令和 8年 3月 10日（火） 

    議 案：第１号 一般財団法人道北地域旭川地場産業振興センター 

令和８年度事業計画について 

第２号 一般団法人道北地域旭川地場産業振興センター 

令和８年度収支予算について 

第３号 一般財団法人道北地域旭川地場産業振興センター 

令和７年度第１回臨時評議員会の開催日時及び場所 

並びに目的である事項について 

        検討事項  一般財団法人旭川産業創造プラザとの合併について 

 

 



 
 

(2) 評議員会 

ア 令和７年度第１回定時評議員会の開催 

    期 日：令和 7年 6月 27日（金） 

    議 案：第１号 一般財団法人道北地域旭川地場産業振興センター 

令和６年度事業報告について 

        第２号 一般財団法人道北地域旭川地場産業振興センター 

令和６年度決算について 

        第３号 一般財団法人道北地域旭川地場産業振興センター 

令和６年度公益目的支出計画実施報告書について 

        第４号 一般財団法人道北地域旭川地場産業振興センター 

            令和７年度収支補正予算について 

        第５号 一般財団法人道北地域旭川地場産業振興センター 

任期満了に伴う理事及び監事の選任について 

        第６号 一般財団法人道北地域旭川地場産業振興センター 

任期満了に伴う評議員の選任について 

        その他 一般財団法人道北地域旭川地場産業振興センター 

            資産運用規程について 

 

イ 令和７年度第１回臨時評議員会の開催 

  期 日：令和 8年 3月 25日（水） 

    議 案：第１号 令和８年度一般財団法人道北地域旭川地場産業振興 

センター事業計画について 

第２号 令和８年度一般財団法人道北地域旭川地場産業振興 

センター予算について 

        第３号 一般財団法人道北地域旭川地場産業振興センター 

辞任に伴う理事の選任について 

        第４号 一般財団法人道北地域旭川地場産業振興センター 

辞任に伴う評議員の選任について 

           検討事項 一般財団法人旭川産業創造プラザとの合併について 

 

 (3) 旭川食品産業支援センターへの参加 

(4) (一社)旭川観光コンベンション協会への参加 

(5) 旭川地域産品マーケティング支援事業実行委員会への参加 

 

 

 



 
 

６ 利用者利便性の向上と業務効率化 

  施設予約のオンライン化を実施し、予約状況の公開、施設予約のオンライ

ン化を行うことで利用者の利便性の向上を図るほか、業務効率化を図った。 



 
 

令和７年度事業報告の附属明細書について 

 

 「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行規則」第３４条第３項に

規定する事業報告の附属明細書として記載するべき「事業報告の内容を補足す

る重要な事項」が存在しないので作成しない。 

 


